
他の検討小委員会の検討状況等について

参考資料４



■ゲストスピーカーからの提言■九州圏を取巻く状況について ■九州圏の状況について

生活の安全と豊かな環境を目指す検討小委員会における検討状況等について

・消費社会の終焉
→持続可能な社会システムの構築
→自給圏域を目指す
・中山間地域における発想転換
→資源を有効に活用する条件整備
→都市住民や企業のチャレンジ

これまでの議論で見えてくる将来イメージ

・コミュニティ衰退への対応は、災害弱者
や建物の危険性の事前把握が重要

・防災・減災だけでなく、被災施設の復旧
や漂着物の撤去等の事後処理も重要

・環境、安全に対して極端に意識が高いか
無関心かの二極化が進み問題
・災害を発生させない開発レベルや森林等
の保全が必要

・森林保全にはバイオマス利用等の有効利
用を検討すべき

□少子高齢化社会における災害対策

□迅速な地域復興の観点からの災害復旧

□ 環境、安全等に対する意識の二極化

論点１ 近年の気象変動等に備えたハード対

策の推進

論点３ 安全・安心を確保する九州圏の圏土
構造の形成

論点４ 中山間地域、離島等におけるサービ
スの確保

論点５ 安全・安心な食を支える九州圏の継
承

論点６ 多様で美しい調和のとれた九州圏の
保全と継承

論点２ 減災の観点を重視したソフト対策の

推進

論点７ 国際的な環境問題への取り組み

論点９ 海洋・沿岸域圏の総合的な利用と保

全

論点８ 流域圏における健全な圏土利用と水

循環系の構築

・地域防災を次世代につなげていくには、
若年層の担い手育成が必要不可欠

□効率的な物質循環系の構築

・行政における正確な情報収集、適切な
提供が第一

□減災に向けた情報の重要性

都市

□コミュニティが再生し、地域防災を担う人材が
継続的に確保された安全・安心な地域の形成

地縁型コミュニティの再生

防災・減災、災害復旧、地域づくり等
における地域の担い手の育成（世代交代）

地域 農山漁村等

高齢者 地域の担い手 若年層

行政の責務としての
防災情報の的確な把握・提供、災害弱者への対応

行政機関

□行政が、防災情報の的確な提供や災害弱者への
対応等のセーフティネットを担い安全・安心で
きる地域を形成

バランスのとれた
循環型社会

資源循環の形成 魅力ある文化・伝統・誇りの継承

□地域社会を営む上で必要な活動や防災対策と環境
が両立したバランスの取れた循環型社会の形成

安全・環境等への意識のバランス 自然と調和した開発、自然の保全

実践型の
環境教育など

バイオマス
等新技術活用など

地域社会の状況に
応じた開発、保全
レベルの設定

地域の担い手
育成など

災害による倒木の再利用、３Ｒ等災害による倒木の再利用、３Ｒ等

災害を起こさない開発、森林保全等災害を起こさない開発、森林保全等実践教育による地域への関心強化等実践教育による地域への関心強化等

主な議論の内容９つの論点

地域づくり参加による担い手育成地域づくり参加による担い手育成等等

■生活の安全と豊かな環境における基本的整理

検討の視点

①減災の視点を重視した災害対策の推進：
九州圏は、わが国の中でも特に災害の多い地域
であることに鑑み、災害が発生した場合にも被害
を最小限に抑える「減災」の視点
②自然環境と人間を取巻く社会活動と一体化
した圏土構造の形成：
九州圏の豊かな自然環境を継承するため、自然
環境だけでなく人を取巻く社会活動を含めた環境、
共生を図る視点
③九州圏の多様な主体による形成：
多様なライフスタイルを実現するため、多様な

主体の参加、参画による個性と魅力ある九州圏の
形成を目指す視点

大分県（玖珠町）の棚田大分県（玖珠町）の棚田平成平成1818年年 川内川被災（鹿児島県）川内川被災（鹿児島県）

屋久島の縄文杉屋久島の縄文杉
平成平成1515年年 御笠川氾濫（福岡県）御笠川氾濫（福岡県）

■傾斜地や火山が多く特殊土壌地帯が分布
■気候変動による海面上昇や集中豪雨の不安定化
■甚大な水害や土砂災害等の被害が多発する傾向

■温暖（平均気温20℃）な気候
■世界有数の阿蘇カルデラ、世界遺産の屋久島など
豊かで美しい自然
■豊富な植生の自然公園が圏土全体に広がる

情勢の転換、新しい価値への対応（第２回議論）

・災害の要因となる自然外力から守る「防災」
から災害が発生した場合にも被害を最小限に
抑える「減災」の視点に関する議論
・豊かな水資源、自然環境、景観等への関心の
高まりへの対応に関する議論

九州圏特有の課題への対応（第３回議論）

・中山間地域、離島半島の高い割合や東アジア
と地理的隣接性等の特性を踏まえた課題への
対応に関する議論

※他の論点は必要に応じて議論

議論の進め方

「資源循環に基づく暮らしの再設計と自立圏域の設定」
島根県中山間地域研究センター
主任研究員 笠松 浩樹 氏



主な議論の内容９つの論点
■自立的発展における基本的整理

検討の視点

議論の進め方

論点１ 東アジアにおける九州圏の自立

と連携

論点３ 持続可能で暮らしやすい都市圏
の形成

論点５ 自立的な地域の機能補完的・
戦略的な連携

論点６ 維持・保全が危ぶまれる集落に
おける将来選択

自立的発展を目指す検討小委員会における検討状況等について

論点９ 地域の子育て力の強化

これまでの議論で見えてくる将来イメージ

自助努力による地域づくり（第２回議論）

・九州圏のそれぞれの地域が、九州圏の置かれ

ている状況を自ら考え判断し、持続可能な地

域を形成するための議論

自立と連携による地域づくり（第３回議論）

・それぞれの地域が人、モノ、情報等の相互に

補完、連携し、持続可能な地域を形成するた

めの議論
※他の論点は必要に応じて議論

製材

製材

産地

市場

材木店
地場大工工
務店

顔の見える木材流通と家づくりの構築イメージ

ネットワーク

・地域資源を使っていかに地域に資金を残
すか

・地域社会の継続が困難な地域は、自ら
考え判断する動きにどう向かわせるか

・第２、第３の仕事を地域資源を使って
いかに成立たせていくか

・都市と農山漁村を結びつける取組みは、
経済活性化に結びつく「事業」と経済に
直接結びつかない「活動」に分ける時期

・離島を含めた中山間地域等の安定収入を
実現するには「個別産業論」から「生活
産業論」に転換すべき

次回議論

・地域内循環を考える
・ソーシャルキャピタル
の重要性の認識

・農林産物の商品化だけ
でない流通を目指す

→「顔の見える産業」に
よる地域の自立的発展

□地域づくりの取組みは経済が根付きにくい

□中山間地域、中小都市の存亡が課題

□農林水産業の所得は低く高齢化も進む
□地域を継続させる産業の議論が必要

□地域社会の担い手は地域への定着が必要

農山漁村

医療・福祉
（サービス業）

農林水産業 食料品製造業、卸売・小売業

地場産業等
観光・レジャー業

食料生産

交流・連携

加工・販売

社会サービス

□地域に根ざした活動や
地域内資金循環により
潤いある地域の形成

「活動」「事業」等の役
割が明確化された
地域間の交流・連携

生活を軸とした複数産業の
兼業による地域生活

互いに信頼し活動するソー
シャルキャピタル

（人間社会資本）の形成

□産業分類に捉われない生活主体の産業による
豊かな地域生活の実現

□適切な役割分担に基づく
地域間交流・連携により
地域における活動が継続
し発展する地域の形成都市

論点４ 美しく暮らしやすい農山漁村の
形成と農林水産業の新たな展開

論点２ 地域資源の発掘、再評価、
磨きによる地域力の結集

論点７ 多様なﾗｲﾌｽﾀｲﾙを実現する
交流・連携と定住の促進

論点８ 住民主体の発意・活動による
自助努力による地域づくり

①九州圏の置かれている状況を地域自らが考
え解決する地域：
九州圏のそれぞれの地域が、九州圏の置かれている状況

を自ら考え解決することを前提とし、地域の自助努力、主
体的・総力的な取組み等により、地域の活性化を図る視点

②自立と連携による持続可能な地域：
それぞれの地域が将来展望を有し、就業機会や社会的諸

サービスを継続的に確保することで人の流れや経済の動き
等を近づけるとともに、これら地域の互恵により九州圏の
総合力が一層活発化するという好循環を生み出す視点

③様々なライフスタイルを実現する地域：
多様化する価値観の中で様々な主体が目的を相互に共有

して社会参画し、緩やかに連携しながら活動を継続するこ
とを促すような、新たな地域経営の形成を図る視点

■ゲストスピーカーからの提言 「自立した地域社会に向けて～顔の見える産業を考える」
松下生活研究所 代表 松下 修 氏

施主

■指標でみる九州圏の自立について

チエ（立案）

人口十万人当りの特許登録件数（件）（H15）
出典：特許庁「特許行政年次報告書」

大学・短大・高専１校当り
大学発ベンチャー企業数（件）（H16）
出典：経済産業省「大学発ベンチャーに関する

基礎調査報告書」

人口百万人当り
承認・認定ＴＬＯ数（件）（H16）
出典：特許庁HPより作成

0.45

0.32

88.3

0.84
0.87

8.7

カネ（産業・財源） ヒト（人口・教育・雇用）モノ（水源・熱源・食料）

人口一人当りの降水量（千㎥/年・人）（H18）
出典：土地・水資源局水資源部「日本の水資源」より作成

電力供給予備率（%）（H18）
出典：経済産業省「電力供給計画の

概要について」

食料自給率（カロリーベース）（%）（H16）
出典：農林水産省「食料需給率レポート」

12.8

5.1

4.1

44.0

40.0

13.2

（南部九州）

（北部九州）

人口一万人当りの大学卒業者数（人）（H17）
出典：文部科学省「学校基本調査」

人口百万人当り
外国人入国者数（人）（H15）
出典：法務省「出入国管理統計年報」

より作成

人口百万人当り
外国人登録者数（人）（H15）
出典：法務省「入国管理局外国人

登録者統計」より作成

43.1

44,877

33.3

4,296 33,877

完全失業率（％）（H17）
出典：総務省「国勢調査報告」

九州

全国 6.0

6.7

11,347

－

自然増減人口（千人）（H17）
出典：厚生労働省「人口動態統計」より作成

九州

全国-21.3

-13.2

社会増減人口（千人）（H17）
出典：総務省「住民基本台帳

人口移動報告年報」より作成

九州

全国

-22.8公的固定資本形成
への依存度（％）（H16）
出典：内閣府「県民経済計算」

九州

全国 4.7
6.8

市町村の自主財源比率（％）（H16）
出典：地方税務協会「市町村別決算状況調」

九州

全国 53.1
45.1

8.3

域際収支、貿易収支（兆円）（H12）
出典：九州経済産業局「産業連関表」

-4.3

1.4

域際収支（九州）

九州
全国

貿易収支（九州）

九州
全国

九州
全国

■九州圏を取巻く状況について

凡 例

地方中枢・中核都市（人口が概ね100万人以上の都市）
地方中枢・中核都市（人口が概ね30万人以上の都市）
人口が概ね10万人以上の都市
中山間地域 農業地域類型（中間・山間農業地域）

離島・半島地域 離島振興法指定（市町村全部指定のみ表示）

奄美群島振興開発特別措置法指定

半島振興法指定


